別紙様式
平成24年度当初予算　　　支出科目　款：商工費　項：商工費　目：金融対策費
	事業名: 緊急経済対策信用保証料補給金


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　商工労働部 中小企業課 資金融資担当　電話番号：058-272-8389
　　　　　　　　　　　　       　E-mail：c11363@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：152,072千円（前年度予算額：122,781千円）

	事業内容


	１　事業の内容


　・県制度融資を利用する中小企業者の負担を軽減し、利用しやすい制度の維持を図るため、中小企業者が負担する信用保証料を岐阜県信用保証協会の基準保証料率より低い保証料率とし、保証料の差額を信用保証協会に補給する。
（1） 経済変動対策資金信用保証料補給
業況の悪化している中小企業者の負担を軽減するため、県制度融資の現行保証料率  よりさらに０．１％低い保証料率とし、差額を信用保証協会へ保証料補給する。
◇一般保証料率(企業負担率)　
（補給前）0.45～1.0％　⇒　（補給後）0.35～0.9％
◇セーフティネット保証料率(企業負担率)　
    　（補給前）0.7％　⇒　（補給後）0.6％
（2） 経済変動対策資金「震災枠」信用保証料補給 　（平成２３年度中のみ実施）
「経済変動対策資金（震災枠）」のうち、「東日本大震災復興緊急保証」に係るも　　　　のについて、信用保証料をさらに０．１％追加補給し、合計０．２％を補給する。
◇東日本大震災復興緊急保証料率(企業負担率)　
    　（補給前）0.7％　⇒　（補給後）0.5％
（3） 経済変動対策資金（円高枠）信用保証料補給
急激な円高の進行による影響を受けた県内中小企業者を支援するため、（１）に加え、  さらに０．１％低い保証料率とし、差額を信用保証協会へ保証料補給する。
◇一般保証料率(企業負担率)　
（補給前）0.35～0.9％　⇒　（補給後）0.25～0.8％
◇セーフティネット保証料率(企業負担率)　
    　（補給前）0.6％　⇒　（補給後）0.5％
（４）セーフティネット保証信用保証料補給
　　業況の悪化している中小企業者の負担を軽減するため、セーフティネット保証５号の認定を受けた中小企業者のうち、特定の資金（ぎふ無担保スピード資金、返済ゆったり資金、中小企業再生支援資金）について、信用保証料率を０．２％引下げることとし、差額を信用保証協会へ保証料補給する。
　　◇セーフティネット保証料率(企業負担率)　
（補給前） 0.9％ ⇒ （補給後）0.7％
（５）経営合理化資金｢雇用支援枠｣信用保証料補給

　　国の中小企業緊急雇用安定助成金を活用し、雇用維持に努める中小企業者を支援するため、中小企業信用リスク情報データベースの評価による料率区分１～９のうち信用保証料率の高い料率区分１～３に属する中小企業者に対して、県が信用保証協会に保証料を全額補給する。
◇一般保証料率(企業負担率)　
（補給前）0.8～1.0％　⇒　（補給後）0.0％
◇セーフティネット保証料率(企業負担率)
    　（補給前）0.7％　⇒　（補給後）0.0％
（６）産業活性化資金「電子商取引支援枠」信用保証料補給
電子商取引の取り組みを行う中小企業者を支援するため、県が信用保証協会に保証料を全額補給する。
◇一般保証料率(企業負担率)　
（補給前）0.45～1.0％　⇒　（補給後）0.0％
◇セーフティネット保証料率(企業負担率)　
    　（補給前）0.7％　⇒　（補給後）0.0％
（７）産業活性化資金「国際的事業展開支援枠」信用保証料補給金
　　円高が長期化するなか、海外への進出や販路拡大に向けて調査等を行う中小企業者を支援するため、産業活性化資金（国際的事業展開支援枠）を創設し（融資目標額

３億円）、県が保証料を全額負担する。

◇一般保証料率(企業負担率)　
（補給前）0.45～1.0％　⇒　（補給後）0.0％
◇セーフティネット保証料率(企業負担率)　
    　（補給前）0.7％　⇒　（補給後）0.0％
	２　所要経費


（1） 新規（34,673千円) 　平成２４年度新規保証分
1 経済変動対策資金信用保証料補給　　　　　　　　　　　　25,835
2 経済変動対策資金「円高枠」信用保証料補給               3,500
3 セーフティネット保証信用保証料補給　　　　　　　 　　　2,667
4 経営合理化資金｢雇用支援枠｣信用保証料補給　　　　 　　　　167
5 産業活性化資金「電子商取引支援枠」信用保証料補給 　　　1,334
6 産業活性化資金「国際的事業展開支援枠」信用保証料補給   1,170
（2） 継続（117,399千円)　平成２１～２３年度新規保証分
1 経済変動対策資金信用保証料補給　　　　　　　　　    　58,647
2 経済変動対策資金「震災枠」信用保証料補給　　　　　　　 7,000
3 経済変動対策資金「円高枠」信用保証料補給               3,500
4 セーフティネット保証信用保証料補給　　　　　　　    　44,807
5 経営合理化資金｢雇用支援枠｣信用保証料補給　　　　 　      937
6 産業活性化資金「電子商取引支援枠」信用保証料補給       1,342
7 産業活性化資金「国際的事業展開支援枠」信用保証料補給   1,166
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


Ⅱ ふるさと岐阜県の資源を活かした活力づくり

　１ モノをつくって、地域外からお金を稼ぐ地域をつくる

　　 モノづくり企業の集積を高めるために
・地域外から所得を稼ぐことができる製造業を本県産業の中核と位置づけ、モノ
づくりの振興を通じ、人口減少に伴う地域内消費の減少を克服し、力強い地域経済をつくる。
	２　これまでの取組状況


・平成２０年度の世界的金融危機以降、業況が悪化している県内中小企業者を支援するため、岐阜県信用保証協会に信用保証料の差額を補給することにより、中小企業者の負担を軽減することができ、県経済活性化の一助となった。
	３　これまでの取組に対する評価


・平成２２年度における県制度融資の新規融資実績は、５，０６５件、５７２億円であり、これらにかかる負担を軽減することで、県内中小企業者の金融円滑化に貢献できた。
・東日本大震災による景気の停滞や円高による影響などにより先行きは厳しいという見方が多く（日本銀行９月経済観測調査）、県内中小企業者の厳しい状況は依然変わっていない。
・国のセーフティネット保証が、現在の全業種対象から絞り込みがなされた場合、多くの県内中小企業者が同制度の対象外となる恐れがある。中小企業者の資金調達に多大な影響が出るため、来年度も保証料補給を継続し、県内中小企業者に積極的な金融支援を行うことにより、県経済の活性化を引き続き支援していく。
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳
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